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道内６地域の産業構造等の推移（昭和 60 年～平成 23 年） 

 

１ 北海道内６地域の経済規模、域際収支、交易構造の推移 

 

 

 

 

 

 

昭和 60 年、平成５、10、15、17、23 年の北海道内６地域の経済規模を生産額で比較す

ると（表１、図１）、全ての年次において「道央」の生産額が他の５地域より大きく、北海

道全体の生産額の約６割を占めている。 

 平成 23 年の各地域の生産額を昭和 60 年と比較すると、全ての地域で生産額が増加して

おり、中でも道央は、北海道全体の伸び率を上回っている。 

次に、各地域の域際収支（注）の推移をみると（図２）、平成 10 年以降は、全ての地域

で輸移入超過となっている。北海道全体としては、輸移入超過の傾向が進んでいる。 

次に、道内各地域間の交易金額の割合の推移をみると（表２、図３）、「道央」と他の５

地域との取引は、いずれも 10％を超えており、特に「道南」と「道北」は、「道央」との

交易の増加傾向が顕著となっている。「道央」と他の５地域との取引は、北海道全体の約８

割と占めており、交易金額においても、北海道経済における「道央」への一極集中が表れ

ている。 

 

（注）域際収支とは、ある道内地域と海外、道外、その他の道内５地域との交易（取引）の収支である。 

 

 

表１ 地域別生産額の推移 

（参考） （参考）

昭和60年 平成5年 平成10年 平成15年 平成17年 平成23年 60～5年 5～10年 10～15年 15～17年 17～23年 60～23年 昭和60年 平成5年 平成10年 平成15年 平成17年 平成23年 60～23年

道央 149,409 200,705 204,945 199,968 207,040 209,762 134.3 102.1 97.6 103.5 101.3 140.4 57.3 59.1 58.4 59.7 60.9 62.7 5.4

道南 22,475 27,617 28,462 28,382 26,764 24,998 122.9 103.1 99.7 94.3 93.4 111.2 8.6 8.1 8.1 8.5 7.9 7.5 ▲ 1.1

道北 31,611 39,944 42,330 37,457 37,306 34,500 126.4 106.0 88.5 99.6 92.5 109.1 12.1 11.8 12.1 11.2 11.0 10.3 ▲ 1.8

オホーツク 16,823 21,096 23,525 22,031 20,954 19,816 125.4 111.5 93.6 95.1 94.6 117.8 6.4 6.2 6.7 6.6 6.2 5.9 ▲ 0.5

十勝 17,432 21,938 25,308 23,361 22,914 21,069 125.9 115.4 92.3 98.1 91.9 120.9 6.7 6.5 7.2 7.0 6.7 6.3 ▲ 0.4

釧路・根室 23,073 28,222 26,133 23,777 24,859 24,351 122.3 92.6 91.0 104.6 98.0 105.5 8.8 8.3 7.5 7.1 7.3 7.3 ▲ 1.6

北海道計 260,823 339,522 350,703 334,975 339,837 334,497 130.2 103.3 95.5 101.5 98.4 128.2 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

生産額（億円） 構成比（％）生産額の対前期比（％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～道央への一極集中～ 

・道央の生産額は、全ての年次において他の５地域より大きく、北海道全体の生産

額の約６割を占めている。 

・生産額の伸び率（H23/S60）は、道央が北海道全体を上回る。 

・道央の交易金額は、北海道全体の交易金額の約８割を占めている。 

参考資料 
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図１ 道内生産額に占める地域別生産額の割合と推移 
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図２ 地域別域際収支の推移 

-12,946

-2,679

-4,336

-1,515

-1,251

227

-22,500

-11,644

-3,536

-5,184

-2,010

-1,859

725

-23,508

-12,207

-3,062

-6,036

-1,719

-2,401

-1,257

-26,683

-14,094

-2,524

-5,921

-1,184

-1,920

-770

-26,412

-13,795

-3,540

-5,750

-1,550

-1,498

-733

-26,866

-13,990

-3,472

-6,600

-1,819

-2,085

-338

-28,304

-30,000 -25,000 -20,000 -15,000 -10,000 -5,000 0 5,000

道 央

道 南

道 北

オホーツク

十 勝

釧路・根室

北海道

昭和60年 平成5年

平成10年 平成15年

平成17年 平成23年

 
 

 

表２ 各地域間の交易の割合の推移（％） 

 
昭和60年 平成5年 平成10年 平成15年 平成17年 平成23年 昭和60年 平成5年 平成10年 平成15年 平成17年 平成23年 昭和60年 平成5年 平成10年 平成15年 平成17年 平成23年 昭和60年 平成5年 平成10年 平成15年 平成17年 平成23年 昭和60年 平成5年 平成10年 平成15年 平成17年 平成23年

道央 17.3 17.6 18.1 17.9 17.7 18.8 23.2 25.6 31.1 22.4 24.3 27.3 10.8 11.0 10.4 13.3 13.0 12.6 10.7 11.1 12.3 13.7 13.9 12.2 13.7 13.9 11.6 12.0 11.2 11.9

1.3 1.9 1.4 1.5 1.2 1.2 0.7 0.9 0.7 0.8 0.6 0.4 0.7 0.9 1.2 1.5 1.2 1.0 0.7 1.1 0.5 1.1 1.0 1.0

1.7 1.3 2.3 2.1 2.0 2.6 1.9 1.3 1.0 1.8 1.9 1.1 1.8 1.6 1.1 1.8 1.7 0.7

1.4 1.6 2.3 2.0 2.1 1.6 8.0 5.6 3.2 4.5 4.4 4.2

6.2 4.6 2.8 3.6 3.9 3.5

道北

オホーツク

十勝

釧路・根室

道南

 

 

 

 

 

(億円) 
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図３ 各地域間の交易の割合の推移（％） 
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（注） 道内全体の交易金額を 100％とした場合の各地域の交易金額の割合を示す（例：平成 23 年の道

内全体に占める道央とその他５地域の交易金額の割合は 82.7％である。）。 

 

 

２ 地域別産業構造と推移（33 部門） 

（１） 道央地域 

 

 

 

 

 

 

 

① 産業構造（産業別生産額の伸び率と特化係数）からみた産業 

      産業構造の特徴を産業別生産額の伸び率（H23/S60）でみると（図４）、情報

通信（444.2％）の伸び率が最も高くなっており、情報通信を含む第３次産業

全般は、伸びが大きい傾向にある。また、製造業のうち、銑鉄・粗鋼（173.1%）、

石油・石炭製品（168.4％）の伸びが大きい。 

      産業別特化係数の推移をみると（図５）、石油・石炭製品（平成 23 年 1.59）、

銑鉄・粗鋼（同年 1.59）、鉄鋼一次製品（同年 1.56）、非鉄金属一次製品（同年

1.55）など製造業の値が高い。第３次産業も全般的に「１」を超える値で推移

している。 

 

 

 

 

 

 

 

～製造業と第３次産業の特化係数が高い～ 

・平成 23 年の特化係数が「１」以上、域際収支が輸移出超過、かつ自給率が 100％

を上回る産業は９部門であり、うち製造業が３部門（石油・石炭製品、銑鉄・粗鋼、

鉄鋼一次製品）、うち第３次産業が６部門（電力・ガス・水道、商業、金融・保険

不動産、運輸・郵便、情報通信、公共サービス）となっている。 



4 

図４ 道央地域の産業別生産額の伸び率（H23/S60）と構成比（H23） 

 

 

図５ 道央地域の産業別特化係数の推移 
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②  域際収支からみた産業 

      産業別の道外域際収支の推移をみると（図６）、第 1 次産業は輸移入超過（以

下「入超」）と輸移出超過（以下「出超」）の年があり、第２次産業は鉱業、機

械などにより入超が大きくなっており、第３次産業は出超となっている。 

一方、道内域際収支の推移をみると、第 1 次産業は入超であるが、第２次産

業は石油・石炭製品など、第３次産業は商業、サービス業などにより出超とな

っている。 

      道外と道内域際収支の合計では、第 1 次産業は入超、第２次産業は道内では

出超となっているが、道外への入超額が大きいため、合計では入超、第３次産

業は出超となっており、全産業では、第２次産業の入超が大きく寄与し、入超

となっている。 
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図６ 道央地域の産業別域際収支の推移 
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③ 域内需要に対する自給率と産業割合からみた産業 

      域内需要に対する自給率と産業割合を表したスカイラインチャート（注）で

平成 23 年を昭和 60 年と比較してみると（図７）、自給率が 100％を上回る出超

型の産業は 12 部門から 11 部門と減少した。うち第一次産業は 1 部門（耕種農

業）から０部門に、製造業は５部門（食肉・食料畜産品、パルプ・紙、石油・

石炭製品、銑鉄・粗鋼、鉄鋼一次製品）、第３次産業は６部門（電力・ガス・

水道、商業、金融・保険・不動産、運輸・郵便、情報通信、サービス業）と増

減なしとなっている。伸びている産業は、鉄鋼一次製品が 209.0％（昭和 60 年

141.0％）、石油・石炭製品が 168.1％（同年 126.0％）となっている。 

      また、平成 23 年の産業別構成比を昭和 60 年と比較してみると、第１次産業

は 1.9％（昭和 60 年 3.5％）、第２次産業は 26.5％（同年 38.9％）と割合が小

【道外域際収支】 【道内域際収支】 【域際収支(合計)】 
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さくなり、第３次産業は 71.5％（同年 57.6％）と割合が大きくなっている。   

特に公共サービス（医療・保険・社会保障、介護など）は 13.1％（昭和 60

年 4.4 ポイント増）、情報通信は 4.4％（同年比 3.0 ポイント増）と大きくなっ

ている。 

 

 

図７ 道央地域のスカイラインチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）スカイラインチャートとは、縦軸に域内需要に対する域内生産等の比率、横軸に産業別構成比率

を図示したものです。詳細は、Ｐ22 を参照ください。 
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（２） 道南地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 産業構造（産業別生産額の伸び率と特化係数）からみた産業 

      産業構造の特徴を産業別生産額の伸び率（H23/S60）でみると（図８）、情報

通信（237.0％）の伸び率が最も大きくなっており、情報通信を含む第３次産

業全般の伸び率が大きい傾向にある。また、製造業のうち、食肉・畜産食料品

（209.3％）は、伸び率が大きい。 

      産業別特化係数の推移をみると（図９）、水産食料品（平成 23 年 3.61）、窯

業・土石製品（同年 2.68）、漁業（同年 2.31）が高い。特に食肉・畜産食料品

（昭和 60 年比 0.89 ポイント増）、水産食料品（同年比 0.80 ポイント増）、窯業・

土石製品（同年比 0.78 ポイント増）の値が上昇傾向である。 

 

図８ 道南地域の産業別生産額の伸び率（H23/S60）と構成比（H23） 

 
 

図９ 道南地域の産業別特化係数の推移 
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～食肉・畜産食料品が増加傾向～ 

・食肉・畜産食料品の生産額、特化係数、域際収支の輸移出超過がともに増加傾向

である。 

・平成 23 年の特化係数が「１」以上、域際収支が輸移出超過、かつ自給率が 100％

を上回る産業は５部門であり、うち製造業が３部門（食肉・畜産食料品、水産食料

品、窯業・土石製品）、うち第３次産業が２部門（電力・ガス・水道、運輸・郵便）

となっている。 
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② 域際収支からみた産業 

      産業別の道外域際収支の推移をみると（図 10）、第 1 次産業は出超、第２次

産業は水産食料品などが出超であるが、機械の入超などが大きくなっており、

全体では入超、第３次産業は平成 10 年以降に入超となっている。 

一方、道内域際収支の推移をみると、第 1 次産業、第２次産業、第３次産業

ともに入超となっている。 

      道外と道内域際収支の合計でも、第 1 次産業、第２次産業、第３次産業とも

に入超となっており、全産業でも入超となっている。 

      道外への水産食料品の出超が特徴である。 

 

図 10 道南地域の産業別域際収支の推移 
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③ 域内需要に対する自給率と産業割合からみた産業 

   域内需要に対する自給率と産業割合を表したスカイラインチャートで平成

23 年を昭和 60 年と比較してみると（図 11）、自給率が 100％を上回る出超型の

産業は７部門から５部門と減少、うち第 1 次産業は２部門（畜産、漁業）から

０部門、製造業は４部門（食肉・畜産食料品、水産食料品、木材・家具、窯業・

土石製品）から３部門（食肉・畜産食料品、水産食料品、窯業・土石製品）、第

３次産業は１部門（情報通信）から２部門（電力・ガス・水道、運輸・郵便）

となっている。伸びている産業は、水産食料品は 498.3％（昭和 60 年 349.5％）、

食肉・畜産食料品は 226.7％（同年 138.2％）となっている。 

      また、平成 23 年の産業別構成比を昭和 60 年と比較でみると、第 1 次産業は

4.4％（昭和 60 年 8.3％）、第２次産業は 27.0％（同年 38.9％）と割合が小さ

くなり、第３次産業は 68.5％（同年 52.8％）と割合が大きくなっている。特

に公共サービスは 13.4％（昭和 60 年比 3.8 ポイント増）、金融・保険・不動産

は 11.1％（同年比 3.8 ポイント増）と大きくなっている。 

 

図 11 道南地域のスカイラインチャート 
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第１次産業（４％） 

【昭和 60 年】 

【平成 23 年】 
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（３） 道北地域 

 

 

 

 

 

 

 

①産業構造（産業別生産額の伸び率と特化係数）からみた産業 

      産業構造の特徴を産業別生産額の伸び率（H23/S60）でみると（図 12）、繊維

（292.2％）の伸び率が最も大きくなっており、製造業のうち、石油・石炭製

品（189.8％）、その他の製造品（183.9％）も伸び率が大きくなっている。ま

た、第３次産業全般の伸び率も大きい傾向にある。 

      産業別特化係数の推移をみると（図 13）、耕種農業（平成 23 年 1.98）、林業

（同年 1.78）、漁業（同年 1.52）などの第 1 次産業、繊維（同年 3.73）、木材・

家具（同年 1.83）などの製造業の値が高い。特に、繊維（昭和 60 年比 3.01 ポ

イント増）の値が上昇傾向である。 

 

図 12 道北地域の産業別生産額の伸び率（H23/S60）と構成比（H23） 

 

 

図 13 道北地域の産業別特化係数の推移 
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～第 1 次産業全般の特化係数が高い～ 

・平成 23 年の特化係数が「１」以上、域際収支が輸移出超過、かつ自給率が 100％

を超える産業６部門であり、うち第１次産業は４部門（耕種農業、畜産、林業、漁

業）、製造業は２部門（木材・家具、パルプ・紙）となっている。 
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②  域際収支からみた産業 

      産業別の道外域際収支の推移をみると（図 14）、第１次産業は耕種農業など

により出超、第２次産業は食肉・畜産食料品、水産食料品などは出超であるが、

機械などにより全体では入超、第３次産業は平成 10 年以降に入超となっている。 

一方、道内域際収支の推移をみると、第 1 次産業は漁業などにより出超、第

２次産業は石油・石炭製品など、第３次産業は金融・保険・不動産などにより

入超が続いている。 

      道外と道内域際収支の合計では、第１次産業は出超、第２次産業と第３次産

業は入超となり、全産業でも入超となっている。 

道外への耕種農業、食肉・畜産食料品、水産食料品の出超が特徴である。 

 

図 14 道北地域の産業別域際収支の推移 
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③ 域内需要に対する自給率と産業割合からみた産業 

      域内需要に対する自給率と産業割合を表したスカイラインチャートで平成

23 年を昭和 60 年と比較してみると（図 15）、自給率が 100％を上回る出超型の

産業は７部門から９部門と増加した。うち第 1 次産業は２部門（耕種農業、畜

産）から４部門（耕種農業、畜産、林業、漁業）、製造業は４部門（食肉・畜

産食料品、水産食料品、木材・家具、パルプ・紙）、第３次産業は１部門（情

報通信→運輸・郵便）と増減なしとなっている。伸びている産業は、耕種農業

が 216.6％（昭和 60 年 149.5％）、漁業が 196.8％（同年 99.0％）、畜産が 168.8％

（同年 119.0％）となっている。 

      また、平成 23 年の産業別構成比を昭和 60 年との比較でみると、第 1 次産業

は 8.1％（昭和 60 年 10.6％）、第２次産業は 21.2％（同年 37.7％）と割合が

小さくなり、第３次産業は 70.7％（同年 51.8％）と割合が大きくなっている。     

特に公共サービスは 13.9％（昭和 60 年比 4.9 ポイント増）、公務は 12.0％

（同年比 5.5 ポイント増）と大きくなっている。 

 

図 15 道北地域のスカイラインチャート 
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（４） オホーツク地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 産業構造（産業別生産額の伸び率と特化係数）からみた産業 

      産業構造の特徴を産業別生産額の伸び率（H23/S60）でみると（図 16）、その

他の製造品（323.1％）の伸び率が最も大きくなっている。また、畜産（117.7％）、

漁業（215.2％）の第 1 次産業、機械（241.5％）は、伸び率が大きくなってい

る。第３次産業全般は、伸び率が大きい傾向にある。 

      産業別特化係数の推移をみると（図 17）、第１次産業の耕種農業（平成 23 年

2.56）、畜産（同年 2.16）、林業（同年 4.00）、漁業（同年 3.93）、関連産業の

食肉・畜産食料品（同年 2.11）、水産食料品（同年 1.86）、木材・家具（同年

3.43）の値が高い。特に漁業（昭和 60 年比 2.77 ポイント増）、機械（同年比

1.42 ポイント増）の値が上昇傾向となっている。 

 

図 16 オホーツク地域の産業別生産額の伸び率（H23/S60）と構成比（H23） 

 
図 17 オホーツク地域の産業別特化係数の推移 
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～漁業の増加が顕著～ 

・漁業の生産額が唯一、増加している地域であり、特化係数、域際収支の輸移出超

過も増加している。 

・平成 23 年の特化係数が「１」以上、域際収支が輸移出超過、かつ自給率 100％以

上の産業７部門であり、うち第１次産業は４部門（耕種農業、林業、畜産、漁業）、

製造業が３部門（食肉・畜産食料品、水産食料品、木材・家具）となっている。 
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② 域際収支からみた産業 

      産業別の道外域際収支の推移をみると（図 18）、第１次産業は耕種農業、畜

産などにより出超、第２次産業は食肉・畜産食料品、水産食料品などが出超で

あるが、機械などにより全体では入超、第３次産業は商業などにより、平成 10

年以降は入超となっている。 

一方、道内域際収支の推移をみると、第 1 次産業は耕種農業、漁業などより

出超、第２次産業は石油・石炭製品など、第３次産業は商業、サービス業など

により入超となっている。 

      道外と道内域際収支の合計では、第１次産業は出超であるが、第２次産業、

第３次産業は入超となっており、全産業では入超となっている。 

      道外への耕種農業、畜産、食肉・畜産食料品、水産食料品の出超が特徴であ

る。 

 

図 18 オホーツク地域の産業別域際収支の推移 
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③ 域内需要に対する自給率と産業割合からみた産業 

      域内需要に対する自給率と産業割合を表したスカイラインチャートで平成

23 年を昭和 60 年と比較してみると（図 19）、自給率が 100％を上回る出超型の

産業は７部門から８部門と増加している。うち第１次産業は２部門（耕種農業、

林業）から４部門（耕種農業、畜産、林業、漁業）、製造業は４部門（食肉・

畜産食料品、水産食料品、その他の食料品、木材・家具）から３部門（食肉・

畜産食料品、水産食料品、木材・家具）、また、鉱業が減となっている。伸び

ている産業は、漁業が 245.9％（昭和 60年 77.2％）、畜産が 152.1%（同年 98.5％）、

水産食料品が 338.3％（同年 300.7％）、機械が 80.4％（同年 35.3％）となっ

ている。 

      また、平成 23 年の産業別構成比を昭和 60 年との比較でみると、第１次産業

は 13.4％（昭和 60 年 16.1％）、第２次産業は 29.0％（同年 41.3％）と割合が

小さくなり、第３次産業は 57.7％（同年 42.6％）と割合が大きくなっている。   

特に公共サービスは 11.1％（昭和 60 年比 4.0 ポイント増）、金融・保険・不

動産は 9.6％（同年比 4.4 ポイント増）と大きくなっている。また、漁業は 3.3％

（同年比 1.5 ポイント増）と大きくなっている。 

 

図 19 オホーツク地域のスカイラインチャート 
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（５） 十勝地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 産業構造（産業別生産額の伸び率と特化係数）からみた産業 

      産業構造の特徴を産業別生産額の伸び率の推移でみると（図 20）、その他の

製造品（317.2％）が最も大きい。また、畜産（143.6％）、食肉・畜産食料品

（115.0％）の伸び率も大きくなっている。第３次産業全般は、伸び率が大き

い傾向にある。 

      産業別特化係数の推移をみると（図 21）、第 1 産業のうち、耕種農業（平成

23 年 2.94）、畜産（同年 3.86）、林業（同年 2.51）、製造業のうち、食肉・畜産

食料品（同年 2.28）、その他の食料品（同年 1.92）の値が高い。特に畜産（昭

和 60 年比 0.93 ポイント増）の値が上昇傾向である。 

 

図 20 十勝地域の産業別生産額の伸び率（H23/S60）と構成比（H23） 

 
 

図 21 十勝地域の産業別特化係数の推移 
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～畜産の増加が顕著～ 

・畜産の生産額、特化係数、域際収支の輸移出超過がともに増加している。 

・平成 23 年の特化係数が「１」以上、域際収支が輸移出超過、かつ自給率が 100％

を超える産業６部門あり、第１次産業は３部門（耕種農業、畜産、林業）、第２次

産業は２部門（食肉・畜産食料品、木材・家具）、第３次産業の運輸・郵便となっ

ている。 
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② 域際収支からみた産業 

      産業別の道外域際収支の推移をみると（図 22）、第１次産業は耕種農業、畜

産などにより出超、第２次産業は食肉・畜産食料品などが出超であるが、機械

などにより全体では入超、第３次産業は平成 10 年以降に入超となっている。 

一方、道内域際収支の推移をみると、第 1 次産業は耕種農業、畜産などによ

り出超、第２次産業は石油・石炭製品などにより入超、第３次産業は金融・保

険・不動産などにより入超となっている。 

      道外と道内域際収支の合計では、第 1 次産業は出超、第２次産業、第３次産

業は入超となっており、全産業では、入超となっている。 

      道外への食肉・畜産食料品、道内外への耕種農業、畜産の出超が特徴である。 

 

図 22 十勝地域の産業別域際収支の推移 
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【道外域際収支】 【道内域際収支】 【域際収支(合計)】 
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③  域内需要に対する自給率と産業割合からみた産業 

       域内需要に対する自給率と産業割合を表したスカイラインチャートで平成

23 年を昭和 60 年と比較してみると（図 23）、自給率が 100％を上回る出超型

の産業は７部門と増減はない。うち第１次産業は３部門（耕種農業、畜産、

林業）から４部門（耕種農業、畜産、林業、漁業）と増加、製造業は３部門

（食肉・畜産食料品、その他の食料品、木材・家具）から２部門（食肉・畜

産食料品、木材・家具）と減少、第３次産業が１部門（商業→運輸・郵便）

となっている。伸びている産業は、畜産が 213.0％（昭和 60 年 158.2％）、漁

業が 123.2％（同年 74.6％）となっている。 

       また、平成 23 年の産業別構成比を昭和 60 年との比較でみると、第１次産

業は 13.8％（昭和 60 年 17.9％）、第２次産業は 23.3％（同年 37.2％）と割

合が小さくなり、第３次産業は 62.9％（同年 44.9％）と割合が大きくなって

いる。特に公共サービスは 12.7％（昭和 60 年比 4.4 ポイント増）、サービス

業は 11.8％（同年比 4.0 ポイント増）と大きくなっている。また、畜産は 7.3％

（同年比 1.2 ポイント増）と大きくなっている。 

 

図 23 十勝地域のスカイラインチャート 

 

 

 

 

第３次産業（45％） 
第２次産業（37％） 

第３次産業（63％） 
第２次産業（23％） 

第１次産業（18％） 

第１次産業（14％） 

【昭和 60 年】 

【平成 23 年】 
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（６） 釧路・根室地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 産業構造（産業別生産額の伸び率と特化係数）からみた産業 

      産業構造の特徴を産業別生産額の伸び率（H23/S60）でみると（図 24）、その

他の製造品（961.8％）の伸び率が最も大きくなっており、化学製品（253.5％）、

その他の食料品（172.5％）などの製造業の伸び率が大きい。また、耕種農業

（268.3％）、畜産（129.1％）の第１次産業の伸びも大きい。第３次産業全般

の伸び率も大きい傾向にある。 

      産業別特化係数の推移をみると（図 25）、第１次産業のうち、畜産（平成 23

年 3.42）、漁業（同年 3.77）、製造業のうち、食肉・畜産食料品（同年 2.47）、

水産食料品（同年 4.81）、パルプ・紙（同年 3.38）、化学製品（同年 3.47）の

値が高い。特に水産食料品（昭和 60 年比 1.46 ポイント増）、化学製品（同年比

1.89 ポイント増）の値が上昇傾向である。 

 

  図 24 釧路・根室地域の産業別生産額の伸び率（H23/S60）と構成比（H23） 

 
図 25 釧路・根室地域の産業別特化係数の推移 
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～畜産が増加傾向、第２次産業の域際収支が出超～ 

・畜産の生産額、特化係数、域際収支の輸移出超過がともに増加している。 

・平成 23 年の第２次産業の域際収支が輸移出超過である唯一の地域となった。 

・平成 23 年の特化係数が「１」以上、域際収支が輸移出超過、かつ自給率が 100％

を超える産業６部門あり、うち第１次産業は２部門（畜産、林業）、うち第２次産

業の鉱業、うち製造業は３部門（食肉・畜産食料品、水産食料品、パルプ・紙）と

なっている。 
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② 域際収支からみた産業 

      産業別の道外域際収支の推移をみると（図 26）、第１次産業は畜産などによ

り出超、第２次産業は食肉・畜産食料品、水産食料品、パルプ・紙などにより

出超、第３次産業は商業などにより平成 10 年以降は入超となっている。 

一方、道内域際収支の推移をみると、第 1 次産業は畜産などより平成 23 年

は出超となった。第２次産業もその他の食料品、パルプ・紙などにより平成 23

年に出超、第３次産業は電力・ガス・水道などにより入超となっている。 

      道外と道内域際収支の合計では、第１次産業、第２次産業は出超、第３次産

業は入超となっており、全産業では、入超となっている。 

      道外への畜産、食肉・畜産食料品、水産食料品、パルプ・紙の出超が特徴で

あり、道内６地域で唯一、第２次産業が出超となっている。 

       

図 26 釧路・根室地域の産業別域際収支の推移 
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【道外域際収支】 【道内域際収支】 【域際収支(合計)】 
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③ 域内需要に対する自給率と産業割合からみた産業 

     域内需要に対する自給率と産業割合を表したスカイラインチャートで平成 23

年を昭和 60 年と比較してみると（図 27）、自給率が 100％を上回る出超型の産業

は９部門あり、うち第１次産業は２部門（畜産、漁業→畜産、林業）、製造業は３

部門（食肉・畜産食料品、水産食料品、パルプ・紙）、第３次産業は３部門（金融・

保険・不動産、運輸・郵便、公共サービス）と増減なしとなっている。伸びてい

る産業は、水産食料品が 615.7％（昭和 60 年 425.9％）、畜産が 199.3％（同年

102.6％）、パルプ・紙が 258.0％（226.4％）、化学製品が 92.2％（同年 44.5％）

となっている。 

     また、平成 23 年の産業別構成比を昭和 60 年との比較でみると、第 1 次産業は

12.1％（昭和 60 年 13.6％）、第２次産業は 34.2％（同年 44.7％）と割合が小さ

くなり、第３次産業は 53.7％（同年 41.7％）と割合が大きくなっている。特に公

務は 7.0％（同年比 3.7 ポイント増）、公共サービスは 9.0％（同年比 2.7 ポイン

ト増）と大きくなっている。 

 

図 27 釧路・根室地域のスカイラインチャート 
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（留意事項） 

１．スカイランチャートとは、縦軸に各産業部門の域内需要を１（100％）として、域

内生産、輸移出、輸移入の比率を表し、投入産出構造と他地域との取引構造との関係

を示し、横軸に地域内における産業別生産額の構成比を図示したものです。 

  これを用いることで、地域内において、どの産業が他地域の需要に対応できる生産

力を持っているか、どの産業が他地域からの輸移入に依存しているかをみることがで

きます。 

  例えば、ある産業の域内需要と域内生産が同額の場合は、縦軸で色付き部分が 100％

となります。100％を超えている色付き部分は、他地域への輸移出となります。 

 

２．「各地域の産業別域際収支の推移」の図では、域際収支が「０」である建築・土木、

公務、事務用品を除いています。 

 

３．３部門分類の内訳（33 部門）は以下のとおり 

   第１次産業：耕種農業、畜産、林業、漁業 

   第２次産業：鉱業、製造業（食肉・畜産食料品、水産食料品、その他の食料品、

繊維、木材・家具、パルプ・紙、印刷・製版・製本、化学製品、 

                  石油・石炭製品、皮革・ゴム、窯業・土石製品、銑鉄・粗鋼、鉄鋼

一次製品、非鉄金属一次製品、金属製品、機械、その他の製造品、 

                  事務用品）、建築・土木 

   第３次産業：電力・ガス・水道、商業、金融・保険・不動産、運輸・郵便、情報

通信、公務、公共サービス、サービス業、分類不明 

 

４．昭和 60 年、平成５、10、15、17 年表の数値、係数等は、平成 23 年北海道産業連関

表の部門分類コードとの対応関係を勘案して簡易に組替集計したものであり、部門毎

の概念、定義、範囲等を詳細に組み替えたものではないので、注意を要します。 

 

５．昭和 60 年、平成５年地域間表は、道央、道南、道北、道東の４地域で作成されて

いたため、道東をオホーツク、十勝、釧路・根室の３地域の数値・係数等は、簡易に

分割・推計しています。 
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